
注記（公債管理特別会計財務諸表）
　　
１．追加情報
（１）その他財務諸表の内容を理解するために必要と認められる事項
①事業の概要
府債の元利償還や将来の償還財源としての減債基金への積立等を行っています。

　　②当該事業に関し説明すべき固有の事項
　　　　　○府債発行額・残高の状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）
	
	26年度
期末残高
	27年度
発行額
	27年度
元金償還額
	27年度
期末残高

	
各会計合算
	
6,262,075
	
827,307
	
914,678
	
6,174,220


           　・27年度期末残高は、中小企業高度化資金貸付金の27年度償還免除額105百万円及び母子父子寡婦福祉資金貸付金の豊中市への債務継承額379百万円を控除
した額です。
  
　　　　　○地方債残高及び減債基金の表示
大阪府の新公会計制度では、建設事業等によって形成した固定資産に関する現役世代と将来世代の公平性を点検できるよう、会計別や事業別の貸借対照表に、固定資産の減価償却後の資産価値と将来世代の負担額（地方債残高）を対比させて表示します。










　　・資産の裏付けのある地方債
一般会計等では、建設事業などの地方債残高から毎年度の元金償還相当額を毎期減少させて、当該元金償還相当額は、満期一括償還までの間、公債管理特別会計の地方債残高に移し替えて計上します。
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資産（＝将来世代の便益）と
負債（＝将来世代の負担）を
対比して表示











　　・資産の裏付けのない地方債
　　　　　　　　　　　公債管理特別会計の貸借対照表には、臨時財政対策債などの資産の裏付けのない地方債（特別債）の地方債残高や減債基金積立額を表示します。
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	将来の負担（負債）と減債基金（資産）を対比して表示
















以下の表のとおり、会計別財務諸表上の一部については、地方債残高が実際の残高と異なる金額で表示されています。




























○減債基金残高と積立不足額
　　　　　　　　　満期一括償還の方法により発行した地方債の償還のため、知事が定める償還計画に基づいて減債基金に積み立てられている金額に不足する額は、
               平成27年度末において2,483億円となっています。
　　　　　　
	減債基金
	臨時財政
対策債等
	その他
(臨財債等以外)
	小計
	繰上償還等
	合　計

	残　　　高
	1,501億円
	2,360億円
	3,861億円
	600億円
	4,461億円

	積立必要額
	2,348億円
	3,996億円
	6,344億円
	0億円
	6,344億円

	積立不足額
	847億円
	1,636億円
	2,483億円
	



※臨時財政対策債等とは、税や交付税の代替として発行した府債のことで、臨時財政対策債、減税補槇債、臨時税収補槇債、減収補槇債の合計です。資産の裏付けのない地方債（特別債）との違いは、減収補槇債のうち地方財政法第５条に規定する建設地方債として発行されるものを含むことと、退職手当債を含まないことです
　（臨時財政対策債等残高：3兆1,323億円）。
※財務諸表においては、公債管理特別会計に、資産の裏付けのない地方債（特別債：臨時財政対策債や退職手当債等）の残高全額と、建設事業債など資産の裏付けのある地方債の残高の一部（移し替えた元金均等償還相当額）を計上しています。このため、実際の地方債残高と異なりますが、各会計合算の地方債残高は実際の残高と一致します（地方債残高：6兆1,742億円）。
※財務諸表においては、減債基金は全て公債管理特別会計に計上しています。















○臨時財政対策債等の償還に係る基準財政需要額の算入見込について
「臨財債等」の元利償還金については、後年度の普通交付税の基準財政需要額に全額算入されます（減収補塡債については、一部が算入対象外。）。
　　　　　　 国の基準財政需要額算入における償還ペースと府の償還ペースには差があり、概ね国の方が府の償還ペースに比べ早くなっていました（例えば、臨財債の国の償還ペースは据置期間を設けた上で、発行額の概ね半分を20年償還、残りを30年償還としています。これに対し、府は原則30年償還としていました）。
　　　　　　そのため、平成25年度新規発行分から、臨財債の府の償還ペースについては国の基準財政需要額算入の実態を踏まえ、据置期間無しで発行額の半分を20年償還とする見直しを行いました。この見直しにより、府の償還ペースの方が国に比べ早くなりました。
　　　　　　ただし、上記見直しを行う以前に発行した臨財債等については、府と国の償還ペースには差が生じています。

































※単位未満は、四捨五入を原則としたため、内訳の計と合計が一致しない場合があります。


　　　※1　　(ウ)基準財政需要額算入見込額とは、健全化判断比率（将来負担比率）を算定するため、国が示した算定様式を基に試算した額。（見込値）　
　　※2　　(エ)算入対象外とは、減収補塡債の25%分（平成14年度以前は20%）及び、平成9年度不動産取得税、平成19年度所得割に係る減収補塡債。




　　　

貸借対照表の負債の部に示す地方債残高等については、償還時に地方交付税による補填措置が見込まれるものがあります。
その額を、普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入が見込まれる額として省令（地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行規則（平成２０年省令第８号））で定めるところにより算定した総額は2,919,033百万円で、内訳は次表のとおりです。

	基準財政需要額算入見込額
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	（単位：千円）

	費　　目
	測定単位
	算入見込額
	

	１
	　
	道路橋りょう費
	道路の延長
	39,155,329
	(A)

	２
	　
	河川費
	河川の延長
	12,582,432
	(B)

	３
	(1)
	港湾費（港湾）
	外郭施設の延長
	2,414,484
	(C)

	　
	(2)
	港湾費（漁港）
	外郭施設の延長
	126,977
	(D)

	４
	　
	高等学校費
	生徒数
	2,270,894
	(E)

	５
	　
	衛生費
	人口
	24,351,843
	(F)

	６
	　
	高齢者保健福祉費
	65歳以上人口
	5,964,379
	(G)

	７
	　
	農業行政費
	農家数
	813,801
	(H)

	８
	　
	林野行政費
	公有以外の林野の面積
	80.404
	(I)

	９
	　
	地域振興費
	人口
	84,452,352
	(J)

	10
	　
	公債費
	　
	2,746,820,399
	(K)

	　
	　
	
	
	
	
	合計
	2,919,033,294
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（公債費内訳）
	
	
	
	
	
	
	
	（単位：千円）
	

	10 
	(1)
	災害復旧費
	2,358,394
	(AA)

	　
	(2)
	補正予算債償還費（平成10年度以前許可債に係るもの）
	19,228,024
	(AB)

	　
	(3)
	補正予算債償還費（平成11年度以降同意(許可)債に係るもの）
	24,702,801
	(AC)

	　
	(4)
	地方税減収補塡債償還費
	223,590,647
	(AD)

	　
	(5)
	地域財政特例対策債償還費
	
	(AE)

	　
	(6)
	臨時財政特例対策債償還費
	68,320
	(AF)

	　
	(7)
	財源対策債償還費
	169,124,098
	(AG)

	　
	(8)
	減税補塡債償還費
	109,524,079
	(AH)

	　
	(9)
	臨時税収補塡債償還費
	2,021,417
	(AI)

	　
	(10)
	臨時財政対策債償還費
	2,116,693,280
	(AJ)

	　
	(11)
	東日本大震災全国緊急防災施策等債償還費
	29,129,037
	(AK)

	　
	(12)
	地域改善対策特定事業債等償還費
	0
	(AL)

	　
	(13)
	公害防止事業債償還費
	48,281,190
	(AM)

	　
	(14)
	石油コンビナート等債償還費
	0
	(AN)

	　
	(15)
	地震対策緊急整備事業債償還費
	0
	(AO)

	　
	(16)
	被災者生活再建債償還費
	1,777,092
	(AP)

	　
	(17)
	原子力発電施設等立地地域振興債償還費
	322,020
	(AQ)

	公　債　費　計
	2,746,820,399
	(K)



※基準財政需要額に算入が見込まれる額は、各会計合算の地方債残高等との比較をすべきものである（公債管理特別会計の地方債残高のみと比較すべきものではない）ことにご留意ください。




会　　計 ： 公債管理特別会計
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Sheet1

				公債管理特別会計（A) コウサイカンリトクベツカイケイ												一般会計（B) イッパンカイケイ

								特別債
残高 トクベツサイザンダカ

				過去の減債基金からの借入に起因する積立て不足 カコゲンサイキキンカリイレキインツミタテフソク

																減価償却費 ゲンカショウキャクヒ

																固定資産 コテイシサン				減債基金
積立相当額 ゲンサイキキンツミタテソウトウガク

																				建設事業の
地方債残高 ケンセツジギョウチホウサイザンダカ

				減債基金
積立額 ゲンサイキキンツミタテガク

								（B)より

								建設事業の
地方債残高 ケンセツジギョウチホウサイザンダカ

				減債基金
残高 ゲンサイキキンザンダカ

				資産 シサン				負債 フサイ								資産 シサン				負債 フサイ



毎年、固定資産から減価償却費を減らし、地方債残高から減債基金積立相当額を減らすことにより、資産／負債バランスの経年変化を見ることができる。



パターン１

		公債管理特別会計　建設事業債分 コウサイカンリトクベツカイケイケンセツジギョウサイブン														一般会計　　建設事業 イッパンカイケイケンセツジギョウ

																				減価償却費 ゲンカショウキャクヒ

																				固定資産 コテイシサン				元金均等
償還相当額 ガンキンキントウショウカンソウトウガク

																								建設事業の
地方債残高 ケンセツジギョウチホウサイザンダカ

										元金均等
償還相当額 ガンキンキントウショウカンソウトウガク

										負債 フサイ										資産 シサン				負債 フサイ



・地方債残高から元金均等償還相当額を減少させる。
・当該元金均等償還相当額は、満期一括償還までの間、公債管理特別会計の地方債残高に計上。

毎年、固定資産から減価償却相当額が減少する。



パターン２

		公債管理特別会計（A) コウサイカンリトクベツカイケイ

												特別債の残高 トクベツサイザンダカ

						　　減債基金積立額 ゲンサイキキンツミタテガク

						　　（特別債分） トクベツサイブン

												一般会計（B)から
移し替えた
建設事業
の地方債残高 イッパンカイケイウツカケンセツジギョウチホウサイザンダカ

						　　減債基金積立額 ゲンサイキキンツミタテガク

						　（建設事業債分） ケンセツジギョウサイブン

						資産 シサン						負債 フサイ



過去、財源不足に対応するため減債基金から借入れを続けてきた結果、減債基金の残高は、所要の金額を大きく下回っている。

現在高
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Microsoft_Excel_97-2003_Worksheet2.xls
Sheet1

				公債管理特別会計（A) コウサイカンリトクベツカイケイ												一般会計（B) イッパンカイケイ

								特別債
残高 トクベツサイザンダカ

				過去の減債基金からの借入に起因する積立て不足 カコゲンサイキキンカリイレキインツミタテフソク

																減価償却費 ゲンカショウキャクヒ

																固定資産 コテイシサン				減債基金
積立相当額 ゲンサイキキンツミタテソウトウガク

																				建設事業の
地方債残高 ケンセツジギョウチホウサイザンダカ

				減債基金
積立額 ゲンサイキキンツミタテガク

								（B)より

								建設事業の
地方債残高 ケンセツジギョウチホウサイザンダカ

				減債基金
残高 ゲンサイキキンザンダカ

				資産 シサン				負債 フサイ								資産 シサン				負債 フサイ



毎年、固定資産から減価償却費を減らし、地方債残高から減債基金積立相当額を減らすことにより、資産／負債バランスの経年変化を見ることができる。



パターン１

						公債管理特別会計（A) コウサイカンリトクベツカイケイ														一般会計（B) イッパンカイケイ

																				減価償却費 ゲンカショウキャクヒ

																				固定資産 コテイシサン				減債基金
積立相当額 ゲンサイキキンツミタテソウトウガク

																								建設事業の
地方債残高 ケンセツジギョウチホウサイザンダカ

						減債基金
積立額 ゲンサイキキンツミタテガク				（B)より
移し替え ウツカ

						減債基金
残高 ゲンサイキキンザンダカ				建設事業の
地方債残高 ケンセツジギョウチホウサイザンダカ

						資産 シサン				負債 フサイ										資産 シサン				負債 フサイ



毎年、固定資産から減価償却費を減らし、地方債残高から減債基金積立相当額を移し替えることにより、資産／負債バランスの経年変化を見ることができる。



パターン２

		公債管理特別会計     特別債分 コウサイカンリトクベツカイケイトクベツサイブン

												特別債 トクベツサイ

												元金償還相当額 ガンキンショウカンソウトウガク

						減債基金 ゲンサイキキン

						資産 シサン						負債 フサイ



臨時財政対策債など、資産の裏付けのない地方債残高

元金償還額を各事業から移し替えて計上
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財務諸表上の 実際の 差　額

地方債残高　(A) 地方債残高（B） （A）－（B）

一般会計 2,288,836 5,379,681 ▲ 3,090,845

就農支援資金等特別会計 54 54 ー

流域下水道事業特別会計 174,640 196,218 ▲ 21,578

大阪府営住宅事業特別会計 336,540 376,717 ▲ 40,177

港湾整備事業特別会計 23,474 29,587 ▲ 6,113

関西国際空港関連事業特別会計 73,857 82,783 ▲ 8,926

箕面北部丘陵整備事業特別会計 10,421 12,343 ▲ 1,922

不動産調達特別会計 24,514 24,514 ー

公債管理特別会計 3,182,809 0 3,182,809

市町村施設整備資金特別会計 32,897 46,145 ▲ 13,248

証紙収入金整理特別会計 － － －

母子父子寡婦福祉資金特別会計 5,091 5,091 ー

中小企業振興資金特別会計 21,087 21,087 ー

沿岸漁業改善資金特別会計 － － －

林業改善資金特別会計 － － －

各会計合算 6,174,220 6,174,220 －

会　計　名


Microsoft_Excel_Worksheet1.xlsx
Sheet1

										(単位：百万円） タンイ ヒャクマンエン

				会　計　名		財務諸表上の		実際の		差　額

						地方債残高　(A)		地方債残高（B）		（A）－（B）

				一般会計		2,288,836		5,379,681		▲ 3,090,845

				就農支援資金等特別会計		54		54		ー

				流域下水道事業特別会計		174,640		196,218		▲ 21,578

				大阪府営住宅事業特別会計		336,540		376,717		▲ 40,177

				港湾整備事業特別会計		23,474		29,587		▲ 6,113

				関西国際空港関連事業特別会計		73,857		82,783		▲ 8,926

				箕面北部丘陵整備事業特別会計		10,421		12,343		▲ 1,922

				不動産調達特別会計		24,514		24,514		ー

				公債管理特別会計		3,182,809		0		3,182,809

				市町村施設整備資金特別会計		32,897		46,145		▲ 13,248

				証紙収入金整理特別会計		－		－		－

				母子父子寡婦福祉資金特別会計 フシ		5,091		5,091		ー

				中小企業振興資金特別会計		21,087		21,087		ー

				沿岸漁業改善資金特別会計		－		－		－

				林業改善資金特別会計		－		－		－

				各会計合算		6,174,220		6,174,220		－
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財務諸表上の 実際の 差　額

地方債残高　(A) 地方債残高（B） （A）－（B）

一般会計 2,288,836 5,379,681 ▲ 3,090,845

就農支援資金等特別会計 54 54 ー

流域下水道事業特別会計 174,640 196,218 ▲ 21,578

大阪府営住宅事業特別会計 336,540 376,717 ▲ 40,177

港湾整備事業特別会計 23,474 29,587 ▲ 6,113

関西国際空港関連事業特別会計 73,857 82,783 ▲ 8,926

箕面北部丘陵整備事業特別会計 10,421 12,343 ▲ 1,922

不動産調達特別会計 24,514 24,514 ー

公債管理特別会計 3,182,809 0 3,182,809

市町村施設整備資金特別会計 32,897 46,145 ▲ 13,248

証紙収入金整理特別会計 － － －

母子父子寡婦福祉資金特別会計 5,091 5,091 ー

中小企業振興資金特別会計 21,087 21,087 ー

沿岸漁業改善資金特別会計 － － －

林業改善資金特別会計 － － －

各会計合算 6,174,220 6,174,220 －

会　計　名
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										(単位：百万円） タンイ ヒャクマンエン

				会　計　名		財務諸表上の		実際の		差　額

						地方債残高　(A)		地方債残高（B）		（A）－（B）

				一般会計		2,288,836		5,379,681		▲ 3,090,845

				就農支援資金等特別会計		54		54		ー

				流域下水道事業特別会計		174,640		196,218		▲ 21,578

				大阪府営住宅事業特別会計		336,540		376,717		▲ 40,177

				港湾整備事業特別会計		23,474		29,587		▲ 6,113

				関西国際空港関連事業特別会計		73,857		82,783		▲ 8,926

				箕面北部丘陵整備事業特別会計		10,421		12,343		▲ 1,922

				不動産調達特別会計		24,514		24,514		ー

				公債管理特別会計		3,182,809		0		3,182,809

				市町村施設整備資金特別会計		32,897		46,145		▲ 13,248

				証紙収入金整理特別会計		－		－		－

				母子父子寡婦福祉資金特別会計 フシ		5,091		5,091		ー

				中小企業振興資金特別会計		21,087		21,087		ー

				沿岸漁業改善資金特別会計		－		－		－

				林業改善資金特別会計		－		－		－

				各会計合算		6,174,220		6,174,220		－
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（単位：億円）

　

　

　

基準財政需要額

既算入額

５，１３６

算入対象外

１，６６９

(

エ

)

減債基金残高１，５０１(イ)

積立不足額

８４７

差額２，７８７

差額３，６３４

基準財政需要額

算入見込額

２４，５１８（ウ）

臨財債等の残高３１，３２３

(

ア

)

府ルールに基づく積立必要額

２，３４８

算入対象額２９，６５４

基準財政需要額既算入額と減債基金残高との差

（ア）－（イ）－（ウ）－（エ）＝ ３，６３４億円

過去の減債基金借入による積立不足額 ８４７億円

府と国の償還ペースの違いによる差 ２，７８７億円

平成２７年度末

※

1

※

2
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府債の状況







		Ⅰ）府債発行額・残高等の状況フサイハッコウガクザンダカトウジョウキョウ



				○		平成２７年度における府債（地方債）の発行額・償還額・残高の状況は、次のとおりです。ヘイセイネンドフサイチホウサイハッコウガクショウカンガクザンダカジョウキョウツギ

																																																														（単位：百万円）タンイヒャクマンエン

						会計区分カイケイクブン						２６年度末ネンドマツ								２７年度発行額ネンドハッコウガク																２７年度元金償還額ネンドガンキンショウカンガク								２７年度末残高ネンドマツザンダカ								前年度比ゼンネンドヒ				（参考）サンコウ

												残高（Ａ）ザンダカ								新発債（Ｂ）シンハツサイ								借換債（Ｃ）カリカエサイ								（Ｄ）								(Ｅ)=（Ａ+Ｂ+Ｃ-Ｄ）								（Ｅ）/（Ａ）				２７年度利子支払額ネンドリシシハラガク

						一般会計分イッパンカイケイブン						5,433,398								275,681								472,776								802,173								5,379,681								99%				52,973

						特別会計分トクベツカイケイブン						941,688								19,732								64,359								118,862								906,433								96%				10,838

						合計ゴウケイ						6,375,085								295,413								537,135								921,036								6,286,114								99%				63,812

								臨財債等				3,056,059								183,481								298,979								406,224								3,132,295								102%				26,654

								その他タ				3,319,027								111,932								238,156								514,812								3,153,819								95%				37,158





		Ⅱ）金利の状況キンリジョウキョウ



				○		平成２７年度に発行した府債（地方債）の金利は、次のとおりです。ヘイセイネンドハッコウフサイチホウサイキンリツギ

																																																										（単位：百万円）タンイヒャクマンエン

						借入区分カリイレクブン						発行額ハッコウガク								左の利率別内訳ヒダリリリツベツウチワケ

																				～０．５％										～１．０％										～１．５％										１．５％超えコ

						公的資金コウテキシキン						43,604								43,587										17										0										0

								財政融資資金ザイセイユウシシキン				22,404								22,387										17										0										0

								地方公共団体金融機構資金チホウコウキョウダンタイキンユウキコウシキン				20,200								20,200										0										0										0

								国の予算等貸付金クニヨサントウカシツケキン				1,000								1,000										0										0										0

						民間等資金ミンカントウシキン						788,944								621,173								127,771		127,771								40,000		40,000								0		0								0

								市場公募シジョウコウボ				668,944								529,173										99,771										40,000										0

								銀行等引受ギンコウトウヒキウケ				120,000								92,000										28,000										0										0

						合　　　　　計ゴウケイ						832,548								664,760								127,771		127,788								40,000		40,000								0		0								0





		Ⅲ）減債基金の積立・取崩等の状況ゲンサイキキンツミタテトリクズシトウジョウキョウ



				○		平成２７年度における減債基金の積立・取崩等の状況は、次のとおりです。ヘイセイネンドゲンサイキキンツミタテトリクズシトウジョウキョウツギ

						（減債基金へ積立を行っている会計の内訳⇒一般・下水・府営住宅・港湾・関空・箕面・不動産・市町村）ウチワケフエイジュウタク

																																																												（単位：百万円）タンイヒャクマンエン

						区分クブン						２６年度末
基金残高（Ａ）ネンドマツキキンザンダカ								２７年度
積立金（Ｂ）ネンドツミタテキン																										２７年度
取崩額（Ｃ）ネンドトリクズシガク								２７年度末基金
残高（Ａ+Ｂ-Ｃ）ネンドマツキキンザンダカ

																												府ルール積立等フツミタテトウ						復元積立フクゲンツミタテ						決算剰余金ケッサンジョウヨキン

						減債基金の状況ゲンサイキキンジョウキョウ						474,176								243,055								213,114						28,000						1,941						271,100								446,131

								うち臨財債等リンザイサイトウ				108,942								110,669								100,454						9,552						662						69,503								150,108



						区分クブン						２６年度末積立
不足額（Ａ）ネンドマツツミタテフソクガク								２７年度
復元額（Ｂ）ネンドフクゲンガク																				２７年度末積立
不足額（Ａ-Ｂ）ネンドマツツミタテフソクガク

																												復元積立フクゲンツミタテ						決算剰余金ケッサンジョウヨキン

						積立不足額ツミタテフソクガク						278,233								29,941								28,000						1,941						248,291

								うち臨財債等リンザイサイトウ				94,921								10,215								9,552						662						84,706



						※　単位未満は、四捨五入を原則としたため、内訳の計と合計が一致しない場合がある。																																								連絡先：レンラクサキ		財務部財政課公債管理グループザイムコウサイカンリ

																																																ダイヤルイン　06-6944-6964













◆府債の状況（平成２７年度決算全会計ベース）◆

※　「府ルール積立」とは、満期一括償還の方法により発行した府債の償還のため、満期時に一度に多額の償還財源が必要となることから、
　　府債（地方債）の本来の機能である世代間の公平を果すために、満期日が来るまでの間、一定ルールに基づいて積み立てる額のこと。
　　　また、「積立不足」とは、この積み立てられるべき金額に不足する額をいい、「復元積立」とは、この不足した金額を復元するために積み
　　立てる額のこと。
※　府では、財政再建団体転落回避のため、13～19年度の間に、減債基金から520,200百万円の借入れを行ってきたが、22年度に財務
　 マネジメントの適正化の観点から、基金からの借入れの見直しを行った（基金への償還を行うとともに、現金残高にあわせて基金の処分
　 を実施）。その結果、基金残高が積み立てておくべき額に比べて不足している。そのため、21年度から減債基金への復元（返済) を実施
　 しており、21～27年度合わせて271,909百万円を復元し、27年度末で248,291百万円の積立不足となっている。
※　「決算剰余金」とは、26年度一般会計決算剰余金（1/2相当）の減債基金への編入額。
※　27年度積立金の「復元積立」と「決算剰余金」は、臨財債等とその他（臨財債等以外）の積立不足額見合いで按分して積立。
　　 ⇒ 臨財債等10,215百万円、臨財債等以外19,727百万円

＜府債の状況の主なポイント＞
　➢　府債残高は６兆２，８６１億円で、対前年度比８９０億円の減（９９％）。
　       うち、臨財債等の残高は３兆１，３２３億円で、対前年度比７６２億円の増（１０２％）。
　　 　一方で、臨財債等を除いた残高は３兆１，５３８億円で、対前年度比１，６５２億円の減（９５％）。
　➢　過去に減債基金から５，２０２億円を借り入れたことにより生じた積立不足額は、復元積立２８０億円と
　　　 決算剰余金１９億円の積立により ２，４８３億円となり、前年度に比べ２９９億円の減。

※　平成21年4月14日付総務省通知（総財地第115号）による満期一括償還地方債の借換については別紙のとおり。
※　「臨財債等」とは、税や交付税の代替として発行した府債（臨時財政対策債、減税補塡債、臨時税収補塡債、減収補塡債）の合計。
※　「その他」とは、全会計の府債合計額から臨財債等を除いたものであり、地方財政法第5条に基づき公共施設又は公用施設の
　 建設事業費の財源に充当した府債等の合計。
※　特別会計分2７年度末残高は、中小企業高度化資金貸付金の2７年度償還免除額105百万円及び母子父子寡婦福祉資金貸付金の
　 豊中市への債務継承額379百万円を控除した額である。



基金の状況









																																																																																																																																																								グラフ元データモト

																																																																																																																																																												H27末残高マツザンダカ		H25末残高マツザンダカ

																																																																																																																																																										繰上償還等クリアゲショウカントウ		600		600



																																																																																																																																																										その他（臨財債等以外）タサイ		▲ 2,360		▲ 2,360

																																																																																																																																																										積立不足額ツミタテフソクガク		▲ 1,636		▲ 1,636

																																																																																																																																																										臨財債等サイ		1,501		1,501

																																																																																																																																																										積立不足額ツミタテフソクガク		847		847



【参考（１）：減債基金の積立不足の状況】

その他（臨財債等以外）	その他（臨財債等以外） 

２，３６０

（３，０３５）

H27末残高	-2360	積立不足額	H27末残高	-1636	臨財債等	臨財債等

１，５０１

（１，０８９）

H27末残高	1501	積立不足額	H27末残高	847	繰上償還等	H27末残高	600	

その他（臨財債等以外）	その他（臨財債等以外） 

H27末残高	-2360	積立不足額	H27末残高	-1636	臨財債等	臨財債等

H27末残高	1501	積立不足額	H27末残高	847	※　繰上償還等とは、市場公募債等の流通を前提とした証券で発行した府債において、事業の中止など償還を行うべき事由が発生した場合に、
　 繰上償還に相当する部分を減債基金に積み立てた額等。 なお、繰上償還等には積立不足は生じていない。

○復元積立の考え方

減債基金の積立不足の復元は、臨財債等とその他（臨財債等以外）の積立不足額見合いで按分して積立。

　減債基金とは、府債の償還財源を確保するため、資金を積み立てることを目的に設置された基金。
　２３年度決算より、府議会での議論を踏まえて、税や交付税の代替として発行した臨財債等とその他（臨財債等以外）の減債基金の内訳を示すこととした。

　過去に減債基金から、５，２０２億円の借入れを実施したため、減債基金残高が府ルールに基づいて積み立てておくべき額に比べて不足。そのため、２１年度から減債基金への復元（返済）を実施しており、２７年度は復元積立２８０億円と２６年度決算剰余金の１/２相当額１９億円の合計２９９億円を積立。
　その結果、２７年度末の積立不足額は２，４８３億円。
　なお、減債基金の積立不足の復元は、臨財債等とその他（臨財債等以外）の積立不足額見合いで按分して積立。
　

積立不足額
１，６３６
（１，８３３）

積立不足額
 ８４７
（９４９）

府ルールに基づく積立必要額　６，３４４
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６，９０７）

その他（臨財債等以外）　３，９９６
　　　　　　　　　　　　　　　 （４，８６８）

臨財債等　２，３４８
　　　　　　　（２，０３９）

残高３，８６１　
  （４，１２５）　

繰上償還等

復元

復
元

（単位：億円）

（　　　）は前年度末の数値

平成２７年度末残高



臨財債等について

		【参考（２）：臨財債等の償還に係る基準財政需要額の算入見込について】サンコウリンザイサイトウショウカンカカキジュンザイセイジュヨウガクサンニュウミコミ

		

　 「臨財債等」とは、税や交付税の代替として発行した府債（臨時財政対策債、減税補塡債、臨時税収補塡債、減収補塡債）の合計であり、
その元利償還金については、後年度の普通交付税の基準財政需要額に全額算入される。
（減収補塡債については、一部が算入対象外。）

　 国の基準財政需要額算入における償還ペースと府の償還ペースには差があり、概ね国の方が府の償還ペースに比べ早くなっていた（例えば、臨財債の国の償還ペースは据置期間を設けた上で、発行額の概ね半分を20年償還、残りを30年償還としている。これに対し、府は原則30年償還としていた）。

　 そのため、平成25年度新規発行分から、臨財債の府の償還ペースについては国の基準財政需要額算入の実態を踏まえ、据置期間無しで発行額の半分を20年償還とする見直しを行った。この見直しにより、府の償還ペースの方が国に比べ早くなった。
　 ただし、上記見直しを行う以前に発行した臨財債等については、府と国の償還ペースには差が生じている。

サンニュウタイショウガイショウカンフショウカンクニホウタトクニショウカンスエオキキカンモウウエハッコウガクオオムハンブンノコタイゲンソクヘイセイクニスエオキキカンナショウカンホウクニサショウ





























		　																																																																										（単位：億円）タンイオクエン																																																																																						需要ジュヨウ		府債フサイ

																																																																																																																																																																既算入スデサンニュウ		5,136		1,501		基金キキン

																																																																																																																																																																算入見込サンニュウミコ		11,518		847		積立不足ツミタテフソク

																																																																																																																																																																対象外タイショウガイ		1,669		15,975

																																																																																																																																																																		18,323		18,323















		　







		　



																																																																																																																																																																		需要ジュヨウ		府債フサイ

																																																																																																																																																																既算入スデサンニュウ		5,136		847		基金キキン

																																																																																																																																																																算入見込サンニュウミコ		8,487		1,083		積立不足ツミタテフソク

																																																																																																																																																																対象外タイショウガイ		1,870		13,187

																																																																																																																																																																		15,493		15,117

		　



















				
























										　













　　※1　　(ウ)基準財政需要額算入見込額とは、健全化判断比率（将来負担比率）を算定するため、国が示した算定様式を
　　　　　基に試算した額。（見込値）　
　　※2　　(エ)算入対象外とは、減収補塡債の25%分（平成14年度以前は20%）及び、平成9年度不動産取得税、平成19年度
　　　　　所得割に係る減収補塡債。
　　

基準財政需要額

既算入額

５，１３６

5136	1501	11518	847	 算入対象外

　１，６６９(エ)

1669	15975	平成２７年度末

※1

※2



別紙

		満期一括償還地方債の借換えについて（平成27年度借換分）マンキイッカツショウカンチホウサイカリカカリカブン

				本府における減債基金積立ルール及び借換えの考え方は次のとおりです。ホンフゲンサイキキンツミタテオヨカリカエカンガカタツギ



		1		平成16年度までに積立を開始したもの （年6%積立、30年目最終償還時に当初発行額の22.7%を負担）ヘイセイネンドツミタテカイシネンツミタテネンメサイシュウショウカンジトウショハッコウガクフタン

				　　・償還年限10年の場合…3年据置後、4年目から発行額の6%×6.5年積立、満期時に61%借換え
　　（61%借換債についても同様のルール）ショウカンネンゲンネンバアイネンスエオキゴネンメハッコウガクネンカリカエカリカエサイドウヨウ

				　　・償還年限5年の場合…3年据置後、4年目から発行額の6%×2年積立、満期時に88%借換えショウカンネンゲンネンバアイハッコウガクネンカリカエ

				　　（88%借換債については、据置なしで借換額の6%×5年積立、満期時に70%借換え）

				　　・償還年限2年の場合…据置なしで借換額の6%×2年積立、満期時に88%借換えショウカンネンゲンネンバアイスエオキネンカリカエ

				○なお、繰上償還等により上記借換割合を下回る場合があります。クリアゲショウカンナドジョウキカリカエワリアイシタマワバアイ

														（単位　百万円）タンイヒャクマンエン

				銘柄名メイガラメイ				借換前カリカエマエ				借換後カリカエゴ		借換割合カリカエワリアイ

								発行額（a）ハッコウガク		償還年限ショウカンネンゲン		発行額（b）ハッコウガク		（b/a）

				平成17年度		第２７７回大阪府公募公債		5,448		10		3,320		60.9%

				平成17年度		第２７８回大阪府公募公債		14,013		10		8,448		60.3%

				平成17年度		第２７９回大阪府公募公債		19,915		10		12,139		61.0%

				平成17年度		第２８０回大阪府公募公債		19,997		10		12,185		60.9%

				平成17年度		第２８１回大阪府公募公債		19,927		10		12,149		61.0%

				平成17年度		第２８２回大阪府公募公債		15,950		10		9,720		60.9%

				平成17年度		第２８３回大阪府公募公債		13,749		10		8,372		60.9%

				平成17年度		第２８４回大阪府公募公債		14,134		10		8,607		60.9%

				平成17年度		第２８５回大阪府公募公債		19,383		10		11,823		61.0%

				平成17年度		第２８８回大阪府公募公債カイ		1,774		10		1,082		61.0%

				平成17年度		第３４回共同発行市場公募地方債		2,226		10		1,357		61.0%

				平成17年度		第４回証書借入		6,017		10		3,670		61.0%

				平成22年度		第６０回大阪府公募公債		5,675		5		3,971		70.0%

				平成22年度		第６１回大阪府公募公債		24,209		5		16,940		70.0%

				平成22年度		第６２回大阪府公募公債		21,020		5		14,711		70.0%

				平成22年度		第６３回大阪府公募公債		27,075		5		18,944		70.0%

				平成22年度		第６７回大阪府公募公債		8,196		5		5,736		70.0%

				平成22年度		第６８回大阪府公募公債		13,111		5		9,177		70.0%

				平成22年度		第６９回大阪府公募公債		13,867		5		9,706		70.0%

				平成22年度		第７１回大阪府公募公債		677		5		473		69.9%

				平成22年度		第２２回大阪府公債		6,835		5		5,922		86.6%

				平成25年度		第１１回大阪府公募公債		8,707		2		6,988		80.3%

				平成25年度		第１２回大阪府公募公債		7,773		2		6,123		78.8%

				※平成22年度第22回大阪府公債の借換えについては、借換率の異なる借換が混在ヘイセイネンドダイカイオオサカフコウサイカリカエカリカエリツコトカリカコンザイ



		2		平成17年度より新たに積立をはじめたもの （年3.7%積立）ヘイセイネンドアラツミタテ

				　　・償還年限10年の場合…当初発行後4年目から当初発行額の3.7%×7年積立、満期時に74.1%借換えショウカンネンゲンネンバアイトウショハッコウトウショハッコウガクネンカリカエ

				　　・償還年限5年の場合…当初発行後4年目から当初発行額の3.7%×2年積立、満期時に92.6%借換えショウカンネンゲンネンバアイトウショハッコウガクネンカリカエ

				　　・償還年限2年の場合…当初発行後4年目から当初発行額の3.7%を積立、満期時に残年数に応じ、96.3%、85.2%、77.8%または66.7%借換えショウカンネンゲンネンバアイマンキジザンネンスウスウオウカリカエ

				○なお、繰上償還等により上記借換割合を下回る場合があります。クリアゲショウカンナドジョウキカリカエワリアイシタマワバアイ

																		（単位　百万円）タンイヒャクマンエン

				銘柄名メイガラメイ				借換前カリカエマエ				借換後カリカエゴ		借換割合カリカエワリアイ		当初発行額トウショハッコウガク		借換割合
[当初発行額]カリカエワリアイトウショハッコウガク

								発行額（a）ハッコウガク		償還年限ショウカンネンゲン		発行額（b）ハッコウガク		（b/a）		
（c）		（b/c）

				平成17年度		第２７７回大阪府公募公債		12,744		10		9,436		74.0%		12,744		74.0%

				平成17年度		第２８３回大阪府公募公債		2,275		10		1,686		74.1%		2,275		74.1%

				平成17年度		第２８４回大阪府公募公債		1,137		10		842		74.1%		1,137		74.1%

				平成17年度		第２８５回大阪府公募公債		617		10		457		74.1%		617		74.1%

				平成17年度		第２８６回大阪府公募公債		20,000		10		14,820		74.1%		20,000		74.1%

				平成17年度		第２８７回大阪府公募公債		20,000		10		14,819		74.1%		20,000		74.1%

				平成17年度		第２８８回大阪府公募公債		17,990		10		13,323		74.1%		17,990		74.1%

				平成17年度		第２５回共同発行市場公募地方債		5,000		10		3,704		74.1%		5,000		74.1%

				平成17年度		第２６回共同発行市場公募地方債		5,000		10		3,702		74.0%		5,000		74.0%

				平成17年度		第２７回共同発行市場公募地方債		5,000		10		3,705		74.1%		5,000		74.1%

				平成17年度		第２８回共同発行市場公募地方債		5,000		10		3,704		74.1%		5,000		74.1%

				平成17年度		第２９回共同発行市場公募地方債		5,000		10		3,705		74.1%		5,000		74.1%

				平成17年度		第３０回共同発行市場公募地方債		5,000		10		3,702		74.0%		5,000		74.0%

				平成17年度		第３１回共同発行市場公募地方債		5,000		10		3,705		74.1%		5,000		74.1%

				平成17年度		第３２回共同発行市場公募地方債		5,000		10		3,703		74.1%		5,000		74.1%

				平成17年度		第３３回共同発行市場公募地方債		5,000		10		3,705		74.1%		5,000		74.1%

				平成17年度		第３４回共同発行市場公募地方債		2,774		10		2,055		74.1%		2,774		74.1%

				平成17年度		第３５回共同発行市場公募地方債		5,000		10		3,704		74.1%		5,000		74.1%

				平成17年度		第３６回共同発行市場公募地方債		5,000		10		3,703		74.1%		5,000		74.1%

				平成22年度		第６０回大阪府公募公債		24,325		5		22,516		92.6%		24,325		92.6%

				平成22年度		第６１回大阪府公募公債		5,585		5		5,171		92.6%		5,585		92.6%

				平成22年度		第６４回大阪府公募公債		30,000		5		27,780		92.6%		30,000		92.6%

				平成22年度		第６５回大阪府公募公債		18,000		5		16,668		92.6%		18,000		92.6%

				平成22年度		第６６回大阪府公募公債		30,000		5		24,006		80.0%		32,397		74.1%

				平成22年度		第６７回大阪府公募公債		21,782		5		17,426		80.0%		23,532		74.1%

				平成22年度		第６８回大阪府公募公債		14,719		5		12,638		85.9%		15,349		82.3%

				平成22年度		第６９回大阪府公募公債		33		5		26		78.8%		36		72.2%

				平成22年度		第７０回大阪府公募公債		13,229		5		12,195		92.2%		13,264		91.9%

				平成22年度		第７１回大阪府公募公債		12,888		5		11,766		91.3%		13,003		90.5%

				平成22年度		第２２回大阪府公債		2,745		5		2,195		80.0%		2,966		74.0%

				平成22年度		第１回証書借入		18,872		5		15,931		84.4%		19,863		80.2%

				平成25年度		第１１回大阪府公募公債		1,293		2		1,170		90.5%		1,652		70.8%

				平成25年度		第１２回大阪府公募公債		1,283		2		1,181		92.0%		1,389		85.0%

				平成25年度		第１３回大阪府公募公債		10,000		2		9,153		91.5%		11,401		80.3%

				平成25年度		第１４回大阪府公募公債		10,000		2		9,630		96.3%		10,000		96.3%

				平成25年度		第１５回大阪府公募公債		10,000		2		9,132		91.3%		11,744		77.8%

				平成25年度		第１６回大阪府公募公債		10,000		2		9,131		91.3%		11,737		77.8%

				平成25年度		第１７回大阪府公募公債		8,253		2		7,535		91.3%		9,687		77.8%

				※3.7%積立については、当初発行額に積立率を乗じるルールであるため、当初発行額に対する借換割合も表記ツミタテトウショハッコウガクツミタテリツジョウトウショワリアテハッコウガクタイカリカワリアイヒョウキ

				※平成22年度第68回・第70回・第71回大阪府公募公債、平成22年度第1回証書借入、平成25年度第11回・13回大阪府公募公債の借換えについては、借換率の異なる借換が混在ヘイセイネンドダイカイダイカイダイカイオオサカフコウボコウサイヘイセイネンドダイカイショウショカリイレヘイセイネンドダイカイカイオオサカフコウボコウサイカリカエカリカエリツコト



		3		平成24年度以降に新規発行したものヘイセイネンドイコウシンキハッコウ

				【30年償還の場合・年3.3%積立】　※ 端数の1%は初回借換時に償還ネンショウカンバアイネンツミタテハスウショカイカリカエジショウカン

				　　・償還年限2年の場合…当初発行後、据置なしで当初発行額の3.3%×2年積立、満期時に92.4%借換えショウカンネンゲンネンバアイトウショハッコウスオトウショカリカエ

				○なお、繰上償還等により上記借換割合を下回る場合があります。クリアゲショウカンナドジョウキカリカエワリアイシタマワバアイ

																		（単位　百万円）タンイヒャクマンエン

				銘柄名メイガラメイ				借換前カリカエマエ				借換後カリカエゴ		借換割合カリカエワリアイ		当初発行額トウショハッコウガク		借換割合
[当初発行額]カリカエワリアイトウショハッコウガク

								発行額（a）ハッコウガク		償還年限ショウカンネンゲン		発行額（b）ハッコウガク		（b/a）		
（c）		（b/c）

				平成25年度		第１７回大阪府公募公債		1,747		2		1,614		92.4%		1,747		92.4%

				平成25年度		第１８回大阪府公募公債		10,000		2		9,240		92.4%		10,000		92.4%

				平成25年度		第１９回大阪府公募公債		10,000		2		9,240		92.4%		10,000		92.4%

				※3.3%積立については、当初発行額に積立率を乗じるルールであるため、当初発行額に対する借換割合も表記ツミタテトウショハッコウガクツミタテリツジョウトウショワリアテハッコウガクタイカリカワリアイヒョウキ



		4		減債基金積立対象外分ゲンサイキキンツミタテタイショウガイブン

				○特定財源（分譲収入等）をもって償還する。（地域開発事業債等）トクテイザイゲンブンジョウシュウニュウトウショウカンチイキカイハツジギョウサイトウ

				　　・特定財源を償還財源にあて、その残りを借換え（特定財源が未発生である事業期間内借換は全額借換え）トクテイザイゲンショウカンザイゲンノコカリカミジギョウキカンナイゼンガクカリカ

														（単位　百万円）タンイヒャクマンエン

				銘柄名メイガラメイ				借換前カリカエマエ				借換後カリカエゴ		借換割合カリカエワリアイ

								発行額（a）ハッコウガク		償還年限ショウカンネンゲン		発行額（b）ハッコウガク		（b/a）

				平成17年度		第２８２回大阪府公募公債		2,204		10		2,204		100.0%

				平成22年度		第６５回大阪府公募公債		2,000		5		2,000		100.0%

				平成22年度		第７０回大阪府公募公債		2,803		5		2,803		100.0%

				平成22年度		第７１回大阪府公募公債		6,295		5		5,041		80.1%
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府債の状況







		Ⅰ）府債発行額・残高等の状況フサイハッコウガクザンダカトウジョウキョウ



				○		平成２７年度における府債（地方債）の発行額・償還額・残高の状況は、次のとおりです。ヘイセイネンドフサイチホウサイハッコウガクショウカンガクザンダカジョウキョウツギ

																																																														（単位：百万円）タンイヒャクマンエン

						会計区分カイケイクブン						２６年度末ネンドマツ								２７年度発行額ネンドハッコウガク																２７年度元金償還額ネンドガンキンショウカンガク								２７年度末残高ネンドマツザンダカ								前年度比ゼンネンドヒ				（参考）サンコウ

												残高（Ａ）ザンダカ								新発債（Ｂ）シンハツサイ								借換債（Ｃ）カリカエサイ								（Ｄ）								(Ｅ)=（Ａ+Ｂ+Ｃ-Ｄ）								（Ｅ）/（Ａ）				２７年度利子支払額ネンドリシシハラガク

						一般会計分イッパンカイケイブン						5,433,398								275,681								472,776								802,173								5,379,681								99%				52,973

						特別会計分トクベツカイケイブン						941,688								19,732								64,359								118,862								906,433								96%				10,838

						合計ゴウケイ						6,375,085								295,413								537,135								921,036								6,286,114								99%				63,812

								臨財債等				3,056,059								183,481								298,979								406,224								3,132,295								102%				26,654

								その他タ				3,319,027								111,932								238,156								514,812								3,153,819								95%				37,158





		Ⅱ）金利の状況キンリジョウキョウ



				○		平成２７年度に発行した府債（地方債）の金利は、次のとおりです。ヘイセイネンドハッコウフサイチホウサイキンリツギ

																																																										（単位：百万円）タンイヒャクマンエン

						借入区分カリイレクブン						発行額ハッコウガク								左の利率別内訳ヒダリリリツベツウチワケ

																				～０．５％										～１．０％										～１．５％										１．５％超えコ

						公的資金コウテキシキン						43,604								43,587										17										0										0

								財政融資資金ザイセイユウシシキン				22,404								22,387										17										0										0

								地方公共団体金融機構資金チホウコウキョウダンタイキンユウキコウシキン				20,200								20,200										0										0										0

								国の予算等貸付金クニヨサントウカシツケキン				1,000								1,000										0										0										0

						民間等資金ミンカントウシキン						788,944								621,173								127,771		127,771								40,000		40,000								0		0								0

								市場公募シジョウコウボ				668,944								529,173										99,771										40,000										0

								銀行等引受ギンコウトウヒキウケ				120,000								92,000										28,000										0										0

						合　　　　　計ゴウケイ						832,548								664,760								127,771		127,788								40,000		40,000								0		0								0





		Ⅲ）減債基金の積立・取崩等の状況ゲンサイキキンツミタテトリクズシトウジョウキョウ



				○		平成２７年度における減債基金の積立・取崩等の状況は、次のとおりです。ヘイセイネンドゲンサイキキンツミタテトリクズシトウジョウキョウツギ

						（減債基金へ積立を行っている会計の内訳⇒一般・下水・府営住宅・港湾・関空・箕面・不動産・市町村）ウチワケフエイジュウタク

																																																												（単位：百万円）タンイヒャクマンエン

						区分クブン						２６年度末
基金残高（Ａ）ネンドマツキキンザンダカ								２７年度
積立金（Ｂ）ネンドツミタテキン																										２７年度
取崩額（Ｃ）ネンドトリクズシガク								２７年度末基金
残高（Ａ+Ｂ-Ｃ）ネンドマツキキンザンダカ

																												府ルール積立等フツミタテトウ						復元積立フクゲンツミタテ						決算剰余金ケッサンジョウヨキン

						減債基金の状況ゲンサイキキンジョウキョウ						474,176								243,055								213,114						28,000						1,941						271,100								446,131

								うち臨財債等リンザイサイトウ				108,942								110,669								100,454						9,552						662						69,503								150,108



						区分クブン						２６年度末積立
不足額（Ａ）ネンドマツツミタテフソクガク								２７年度
復元額（Ｂ）ネンドフクゲンガク																				２７年度末積立
不足額（Ａ-Ｂ）ネンドマツツミタテフソクガク

																												復元積立フクゲンツミタテ						決算剰余金ケッサンジョウヨキン

						積立不足額ツミタテフソクガク						278,233								29,941								28,000						1,941						248,291

								うち臨財債等リンザイサイトウ				94,921								10,215								9,552						662						84,706



						※　単位未満は、四捨五入を原則としたため、内訳の計と合計が一致しない場合がある。																																								連絡先：レンラクサキ		財務部財政課公債管理グループザイムコウサイカンリ

																																																ダイヤルイン　06-6944-6964













◆府債の状況（平成２７年度決算全会計ベース）◆

※　「府ルール積立」とは、満期一括償還の方法により発行した府債の償還のため、満期時に一度に多額の償還財源が必要となることから、
　　府債（地方債）の本来の機能である世代間の公平を果すために、満期日が来るまでの間、一定ルールに基づいて積み立てる額のこと。
　　　また、「積立不足」とは、この積み立てられるべき金額に不足する額をいい、「復元積立」とは、この不足した金額を復元するために積み
　　立てる額のこと。
※　府では、財政再建団体転落回避のため、13～19年度の間に、減債基金から520,200百万円の借入れを行ってきたが、22年度に財務
　 マネジメントの適正化の観点から、基金からの借入れの見直しを行った（基金への償還を行うとともに、現金残高にあわせて基金の処分
　 を実施）。その結果、基金残高が積み立てておくべき額に比べて不足している。そのため、21年度から減債基金への復元（返済) を実施
　 しており、21～27年度合わせて271,909百万円を復元し、27年度末で248,291百万円の積立不足となっている。
※　「決算剰余金」とは、26年度一般会計決算剰余金（1/2相当）の減債基金への編入額。
※　27年度積立金の「復元積立」と「決算剰余金」は、臨財債等とその他（臨財債等以外）の積立不足額見合いで按分して積立。
　　 ⇒ 臨財債等10,215百万円、臨財債等以外19,727百万円

＜府債の状況の主なポイント＞
　➢　府債残高は６兆２，８６１億円で、対前年度比８９０億円の減（９９％）。
　       うち、臨財債等の残高は３兆１，３２３億円で、対前年度比７６２億円の増（１０２％）。
　　 　一方で、臨財債等を除いた残高は３兆１，５３８億円で、対前年度比１，６５２億円の減（９５％）。
　➢　過去に減債基金から５，２０２億円を借り入れたことにより生じた積立不足額は、復元積立２８０億円と
　　　 決算剰余金１９億円の積立により ２，４８３億円となり、前年度に比べ２９９億円の減。

※　平成21年4月14日付総務省通知（総財地第115号）による満期一括償還地方債の借換については別紙のとおり。
※　「臨財債等」とは、税や交付税の代替として発行した府債（臨時財政対策債、減税補塡債、臨時税収補塡債、減収補塡債）の合計。
※　「その他」とは、全会計の府債合計額から臨財債等を除いたものであり、地方財政法第5条に基づき公共施設又は公用施設の
　 建設事業費の財源に充当した府債等の合計。
※　特別会計分2７年度末残高は、中小企業高度化資金貸付金の2７年度償還免除額105百万円及び母子父子寡婦福祉資金貸付金の
　 豊中市への債務継承額379百万円を控除した額である。



基金の状況









																																																																																																																																																								グラフ元データモト

																																																																																																																																																												H27末残高マツザンダカ		H25末残高マツザンダカ

																																																																																																																																																										繰上償還等クリアゲショウカントウ		600		600



																																																																																																																																																										その他（臨財債等以外）タサイ		▲ 2,360		▲ 2,360

																																																																																																																																																										積立不足額ツミタテフソクガク		▲ 1,636		▲ 1,636

																																																																																																																																																										臨財債等サイ		1,501		1,501

																																																																																																																																																										積立不足額ツミタテフソクガク		847		847



【参考（１）：減債基金の積立不足の状況】

その他（臨財債等以外）	その他（臨財債等以外） 

２，３６０

（３，０３５）

H27末残高	-2360	積立不足額	H27末残高	-1636	臨財債等	臨財債等

１，５０１

（１，０８９）

H27末残高	1501	積立不足額	H27末残高	847	繰上償還等	H27末残高	600	

その他（臨財債等以外）	その他（臨財債等以外） 

H27末残高	-2360	積立不足額	H27末残高	-1636	臨財債等	臨財債等

H27末残高	1501	積立不足額	H27末残高	847	※　繰上償還等とは、市場公募債等の流通を前提とした証券で発行した府債において、事業の中止など償還を行うべき事由が発生した場合に、
　 繰上償還に相当する部分を減債基金に積み立てた額等。 なお、繰上償還等には積立不足は生じていない。

○復元積立の考え方

減債基金の積立不足の復元は、臨財債等とその他（臨財債等以外）の積立不足額見合いで按分して積立。

　減債基金とは、府債の償還財源を確保するため、資金を積み立てることを目的に設置された基金。
　２３年度決算より、府議会での議論を踏まえて、税や交付税の代替として発行した臨財債等とその他（臨財債等以外）の減債基金の内訳を示すこととした。

　過去に減債基金から、５，２０２億円の借入れを実施したため、減債基金残高が府ルールに基づいて積み立てておくべき額に比べて不足。そのため、２１年度から減債基金への復元（返済）を実施しており、２７年度は復元積立２８０億円と２６年度決算剰余金の１/２相当額１９億円の合計２９９億円を積立。
　その結果、２７年度末の積立不足額は２，４８３億円。
　なお、減債基金の積立不足の復元は、臨財債等とその他（臨財債等以外）の積立不足額見合いで按分して積立。
　

積立不足額
１，６３６
（１，８３３）

積立不足額
 ８４７
（９４９）

府ルールに基づく積立必要額　６，３４４
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６，９０７）

その他（臨財債等以外）　３，９９６
　　　　　　　　　　　　　　　 （４，８６８）

臨財債等　２，３４８
　　　　　　　（２，０３９）

残高３，８６１　
  （４，１２５）　

繰上償還等

復元

復
元

（単位：億円）

（　　　）は前年度末の数値

平成２７年度末残高



臨財債等について

		【参考（２）：臨財債等の償還に係る基準財政需要額の算入見込について】サンコウリンザイサイトウショウカンカカキジュンザイセイジュヨウガクサンニュウミコミ

		

　 「臨財債等」とは、税や交付税の代替として発行した府債（臨時財政対策債、減税補塡債、臨時税収補塡債、減収補塡債）の合計であり、
その元利償還金については、後年度の普通交付税の基準財政需要額に全額算入される。
（減収補塡債については、一部が算入対象外。）

　 国の基準財政需要額算入における償還ペースと府の償還ペースには差があり、概ね国の方が府の償還ペースに比べ早くなっていた（例えば、臨財債の国の償還ペースは据置期間を設けた上で、発行額の概ね半分を20年償還、残りを30年償還としている。これに対し、府は原則30年償還としていた）。

　 そのため、平成25年度新規発行分から、臨財債の府の償還ペースについては国の基準財政需要額算入の実態を踏まえ、据置期間無しで発行額の半分を20年償還とする見直しを行った。この見直しにより、府の償還ペースの方が国に比べ早くなった。
　 ただし、上記見直しを行う以前に発行した臨財債等については、府と国の償還ペースには差が生じている。

サンニュウタイショウガイショウカンフショウカンクニホウタトクニショウカンスエオキキカンモウウエハッコウガクオオムハンブンノコタイゲンソクヘイセイクニスエオキキカンナショウカンホウクニサショウ





























		　																																																																										（単位：億円）タンイオクエン																																																																																						需要ジュヨウ		府債フサイ

																																																																																																																																																																既算入スデサンニュウ		5,136		1,501		基金キキン

																																																																																																																																																																算入見込サンニュウミコ		11,518		847		積立不足ツミタテフソク

																																																																																																																																																																対象外タイショウガイ		1,669		15,975

																																																																																																																																																																		18,323		18,323















		　







		　



																																																																																																																																																																		需要ジュヨウ		府債フサイ

																																																																																																																																																																既算入スデサンニュウ		5,136		847		基金キキン

																																																																																																																																																																算入見込サンニュウミコ		8,487		1,083		積立不足ツミタテフソク

																																																																																																																																																																対象外タイショウガイ		1,870		13,187

																																																																																																																																																																		15,493		15,117

		　



















				
























										　













　　※1　　(ウ)基準財政需要額算入見込額とは、健全化判断比率（将来負担比率）を算定するため、国が示した算定様式を
　　　　　基に試算した額。（見込値）　
　　※2　　(エ)算入対象外とは、減収補塡債の25%分（平成14年度以前は20%）及び、平成9年度不動産取得税、平成19年度
　　　　　所得割に係る減収補塡債。
　　

基準財政需要額

既算入額

５，１３６

5136	1501	11518	847	 算入対象外

　１，６６９(エ)

1669	15975	平成２７年度末

※1

※2



別紙

		満期一括償還地方債の借換えについて（平成27年度借換分）マンキイッカツショウカンチホウサイカリカカリカブン

				本府における減債基金積立ルール及び借換えの考え方は次のとおりです。ホンフゲンサイキキンツミタテオヨカリカエカンガカタツギ



		1		平成16年度までに積立を開始したもの （年6%積立、30年目最終償還時に当初発行額の22.7%を負担）ヘイセイネンドツミタテカイシネンツミタテネンメサイシュウショウカンジトウショハッコウガクフタン

				　　・償還年限10年の場合…3年据置後、4年目から発行額の6%×6.5年積立、満期時に61%借換え
　　（61%借換債についても同様のルール）ショウカンネンゲンネンバアイネンスエオキゴネンメハッコウガクネンカリカエカリカエサイドウヨウ

				　　・償還年限5年の場合…3年据置後、4年目から発行額の6%×2年積立、満期時に88%借換えショウカンネンゲンネンバアイハッコウガクネンカリカエ

				　　（88%借換債については、据置なしで借換額の6%×5年積立、満期時に70%借換え）

				　　・償還年限2年の場合…据置なしで借換額の6%×2年積立、満期時に88%借換えショウカンネンゲンネンバアイスエオキネンカリカエ

				○なお、繰上償還等により上記借換割合を下回る場合があります。クリアゲショウカンナドジョウキカリカエワリアイシタマワバアイ

														（単位　百万円）タンイヒャクマンエン

				銘柄名メイガラメイ				借換前カリカエマエ				借換後カリカエゴ		借換割合カリカエワリアイ

								発行額（a）ハッコウガク		償還年限ショウカンネンゲン		発行額（b）ハッコウガク		（b/a）

				平成17年度		第２７７回大阪府公募公債		5,448		10		3,320		60.9%

				平成17年度		第２７８回大阪府公募公債		14,013		10		8,448		60.3%

				平成17年度		第２７９回大阪府公募公債		19,915		10		12,139		61.0%

				平成17年度		第２８０回大阪府公募公債		19,997		10		12,185		60.9%

				平成17年度		第２８１回大阪府公募公債		19,927		10		12,149		61.0%

				平成17年度		第２８２回大阪府公募公債		15,950		10		9,720		60.9%

				平成17年度		第２８３回大阪府公募公債		13,749		10		8,372		60.9%

				平成17年度		第２８４回大阪府公募公債		14,134		10		8,607		60.9%

				平成17年度		第２８５回大阪府公募公債		19,383		10		11,823		61.0%

				平成17年度		第２８８回大阪府公募公債カイ		1,774		10		1,082		61.0%

				平成17年度		第３４回共同発行市場公募地方債		2,226		10		1,357		61.0%

				平成17年度		第４回証書借入		6,017		10		3,670		61.0%

				平成22年度		第６０回大阪府公募公債		5,675		5		3,971		70.0%

				平成22年度		第６１回大阪府公募公債		24,209		5		16,940		70.0%

				平成22年度		第６２回大阪府公募公債		21,020		5		14,711		70.0%

				平成22年度		第６３回大阪府公募公債		27,075		5		18,944		70.0%

				平成22年度		第６７回大阪府公募公債		8,196		5		5,736		70.0%

				平成22年度		第６８回大阪府公募公債		13,111		5		9,177		70.0%

				平成22年度		第６９回大阪府公募公債		13,867		5		9,706		70.0%

				平成22年度		第７１回大阪府公募公債		677		5		473		69.9%

				平成22年度		第２２回大阪府公債		6,835		5		5,922		86.6%

				平成25年度		第１１回大阪府公募公債		8,707		2		6,988		80.3%

				平成25年度		第１２回大阪府公募公債		7,773		2		6,123		78.8%

				※平成22年度第22回大阪府公債の借換えについては、借換率の異なる借換が混在ヘイセイネンドダイカイオオサカフコウサイカリカエカリカエリツコトカリカコンザイ



		2		平成17年度より新たに積立をはじめたもの （年3.7%積立）ヘイセイネンドアラツミタテ

				　　・償還年限10年の場合…当初発行後4年目から当初発行額の3.7%×7年積立、満期時に74.1%借換えショウカンネンゲンネンバアイトウショハッコウトウショハッコウガクネンカリカエ

				　　・償還年限5年の場合…当初発行後4年目から当初発行額の3.7%×2年積立、満期時に92.6%借換えショウカンネンゲンネンバアイトウショハッコウガクネンカリカエ

				　　・償還年限2年の場合…当初発行後4年目から当初発行額の3.7%を積立、満期時に残年数に応じ、96.3%、85.2%、77.8%または66.7%借換えショウカンネンゲンネンバアイマンキジザンネンスウスウオウカリカエ

				○なお、繰上償還等により上記借換割合を下回る場合があります。クリアゲショウカンナドジョウキカリカエワリアイシタマワバアイ

																		（単位　百万円）タンイヒャクマンエン

				銘柄名メイガラメイ				借換前カリカエマエ				借換後カリカエゴ		借換割合カリカエワリアイ		当初発行額トウショハッコウガク		借換割合
[当初発行額]カリカエワリアイトウショハッコウガク

								発行額（a）ハッコウガク		償還年限ショウカンネンゲン		発行額（b）ハッコウガク		（b/a）		
（c）		（b/c）

				平成17年度		第２７７回大阪府公募公債		12,744		10		9,436		74.0%		12,744		74.0%

				平成17年度		第２８３回大阪府公募公債		2,275		10		1,686		74.1%		2,275		74.1%

				平成17年度		第２８４回大阪府公募公債		1,137		10		842		74.1%		1,137		74.1%

				平成17年度		第２８５回大阪府公募公債		617		10		457		74.1%		617		74.1%

				平成17年度		第２８６回大阪府公募公債		20,000		10		14,820		74.1%		20,000		74.1%

				平成17年度		第２８７回大阪府公募公債		20,000		10		14,819		74.1%		20,000		74.1%

				平成17年度		第２８８回大阪府公募公債		17,990		10		13,323		74.1%		17,990		74.1%

				平成17年度		第２５回共同発行市場公募地方債		5,000		10		3,704		74.1%		5,000		74.1%

				平成17年度		第２６回共同発行市場公募地方債		5,000		10		3,702		74.0%		5,000		74.0%

				平成17年度		第２７回共同発行市場公募地方債		5,000		10		3,705		74.1%		5,000		74.1%

				平成17年度		第２８回共同発行市場公募地方債		5,000		10		3,704		74.1%		5,000		74.1%

				平成17年度		第２９回共同発行市場公募地方債		5,000		10		3,705		74.1%		5,000		74.1%

				平成17年度		第３０回共同発行市場公募地方債		5,000		10		3,702		74.0%		5,000		74.0%

				平成17年度		第３１回共同発行市場公募地方債		5,000		10		3,705		74.1%		5,000		74.1%

				平成17年度		第３２回共同発行市場公募地方債		5,000		10		3,703		74.1%		5,000		74.1%

				平成17年度		第３３回共同発行市場公募地方債		5,000		10		3,705		74.1%		5,000		74.1%

				平成17年度		第３４回共同発行市場公募地方債		2,774		10		2,055		74.1%		2,774		74.1%

				平成17年度		第３５回共同発行市場公募地方債		5,000		10		3,704		74.1%		5,000		74.1%

				平成17年度		第３６回共同発行市場公募地方債		5,000		10		3,703		74.1%		5,000		74.1%

				平成22年度		第６０回大阪府公募公債		24,325		5		22,516		92.6%		24,325		92.6%

				平成22年度		第６１回大阪府公募公債		5,585		5		5,171		92.6%		5,585		92.6%

				平成22年度		第６４回大阪府公募公債		30,000		5		27,780		92.6%		30,000		92.6%

				平成22年度		第６５回大阪府公募公債		18,000		5		16,668		92.6%		18,000		92.6%

				平成22年度		第６６回大阪府公募公債		30,000		5		24,006		80.0%		32,397		74.1%

				平成22年度		第６７回大阪府公募公債		21,782		5		17,426		80.0%		23,532		74.1%

				平成22年度		第６８回大阪府公募公債		14,719		5		12,638		85.9%		15,349		82.3%

				平成22年度		第６９回大阪府公募公債		33		5		26		78.8%		36		72.2%

				平成22年度		第７０回大阪府公募公債		13,229		5		12,195		92.2%		13,264		91.9%

				平成22年度		第７１回大阪府公募公債		12,888		5		11,766		91.3%		13,003		90.5%

				平成22年度		第２２回大阪府公債		2,745		5		2,195		80.0%		2,966		74.0%

				平成22年度		第１回証書借入		18,872		5		15,931		84.4%		19,863		80.2%

				平成25年度		第１１回大阪府公募公債		1,293		2		1,170		90.5%		1,652		70.8%

				平成25年度		第１２回大阪府公募公債		1,283		2		1,181		92.0%		1,389		85.0%

				平成25年度		第１３回大阪府公募公債		10,000		2		9,153		91.5%		11,401		80.3%

				平成25年度		第１４回大阪府公募公債		10,000		2		9,630		96.3%		10,000		96.3%

				平成25年度		第１５回大阪府公募公債		10,000		2		9,132		91.3%		11,744		77.8%

				平成25年度		第１６回大阪府公募公債		10,000		2		9,131		91.3%		11,737		77.8%

				平成25年度		第１７回大阪府公募公債		8,253		2		7,535		91.3%		9,687		77.8%

				※3.7%積立については、当初発行額に積立率を乗じるルールであるため、当初発行額に対する借換割合も表記ツミタテトウショハッコウガクツミタテリツジョウトウショワリアテハッコウガクタイカリカワリアイヒョウキ

				※平成22年度第68回・第70回・第71回大阪府公募公債、平成22年度第1回証書借入、平成25年度第11回・13回大阪府公募公債の借換えについては、借換率の異なる借換が混在ヘイセイネンドダイカイダイカイダイカイオオサカフコウボコウサイヘイセイネンドダイカイショウショカリイレヘイセイネンドダイカイカイオオサカフコウボコウサイカリカエカリカエリツコト



		3		平成24年度以降に新規発行したものヘイセイネンドイコウシンキハッコウ

				【30年償還の場合・年3.3%積立】　※ 端数の1%は初回借換時に償還ネンショウカンバアイネンツミタテハスウショカイカリカエジショウカン

				　　・償還年限2年の場合…当初発行後、据置なしで当初発行額の3.3%×2年積立、満期時に92.4%借換えショウカンネンゲンネンバアイトウショハッコウスオトウショカリカエ

				○なお、繰上償還等により上記借換割合を下回る場合があります。クリアゲショウカンナドジョウキカリカエワリアイシタマワバアイ

																		（単位　百万円）タンイヒャクマンエン

				銘柄名メイガラメイ				借換前カリカエマエ				借換後カリカエゴ		借換割合カリカエワリアイ		当初発行額トウショハッコウガク		借換割合
[当初発行額]カリカエワリアイトウショハッコウガク

								発行額（a）ハッコウガク		償還年限ショウカンネンゲン		発行額（b）ハッコウガク		（b/a）		
（c）		（b/c）

				平成25年度		第１７回大阪府公募公債		1,747		2		1,614		92.4%		1,747		92.4%

				平成25年度		第１８回大阪府公募公債		10,000		2		9,240		92.4%		10,000		92.4%

				平成25年度		第１９回大阪府公募公債		10,000		2		9,240		92.4%		10,000		92.4%

				※3.3%積立については、当初発行額に積立率を乗じるルールであるため、当初発行額に対する借換割合も表記ツミタテトウショハッコウガクツミタテリツジョウトウショワリアテハッコウガクタイカリカワリアイヒョウキ



		4		減債基金積立対象外分ゲンサイキキンツミタテタイショウガイブン

				○特定財源（分譲収入等）をもって償還する。（地域開発事業債等）トクテイザイゲンブンジョウシュウニュウトウショウカンチイキカイハツジギョウサイトウ

				　　・特定財源を償還財源にあて、その残りを借換え（特定財源が未発生である事業期間内借換は全額借換え）トクテイザイゲンショウカンザイゲンノコカリカミジギョウキカンナイゼンガクカリカ

														（単位　百万円）タンイヒャクマンエン

				銘柄名メイガラメイ				借換前カリカエマエ				借換後カリカエゴ		借換割合カリカエワリアイ

								発行額（a）ハッコウガク		償還年限ショウカンネンゲン		発行額（b）ハッコウガク		（b/a）

				平成17年度		第２８２回大阪府公募公債		2,204		10		2,204		100.0%

				平成22年度		第６５回大阪府公募公債		2,000		5		2,000		100.0%

				平成22年度		第７０回大阪府公募公債		2,803		5		2,803		100.0%

				平成22年度		第７１回大阪府公募公債		6,295		5		5,041		80.1%








